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①海技人材の養成ルートの強化

海技人材の確保の基幹的な役割を担う船員養成機関による養成ルート
を、社会経済情勢の変化や海技人材のニーズの変化等にあわせて強化。

一般大学の卒業生に対応する養成ルートの強化
JMETS海技大（３級（一般大卒））の拡大

水産高校との連携強化（４級・５級）
入学志願者の拡大に向けた取組 等

陸上からの転職者等を念頭に置いた養成ルートの強化
５級海技士養成の拡大策の検討
６級海技士短期養成課程による養成数の拡大 等

今後の少子化の進展等も見据え、陸上からの転職者等も視野に入れ
て海技人材の確保の間口を拡充。

船員職業安定制度の見直し
地方公共団体の無料職業紹介事業の導入
求人情報等の的確表示の義務付け 等

ハローワークとの連携強化

退職海上自衛官の活用推進 等

②海技人材確保の間口の拡充

③海技人材の養成・就業拡大に向けた
訴求強化

④海技人材の多様な働き方の促進と
職場環境の改善

⑤新燃料に対応可能な海技人材の
確保・育成

海技人材の担い手となるための養成を受け
就業していく者の拡大を図るため、官労使が
一体となって情報発信等を強化。

船員の養成・就業拡大に向けた訴求強化戦
略（仮称）の策定

海技免状保有者へのアプローチ強化 等

５つの方向性と対応策

船員の就職希望者の増加や若手船員の定
着等を図るため、女性を含む幅広い層に
とって働きやすく魅力ある職場環境形成
のための取組等を促進。

快適な海上労働環境形成の促進

女性特有の健康問題への対応 等

国際基準の整備を待つことなく、我が国として
新燃料（ｱﾝﾓﾆｱ・水素等）に対応可能な船員の教育
訓練体制を整備するための基本的考え方を整理。

新燃料に対応可能な船員教育訓練体制の基
本的な考え方の整理
国際ルールの設定を待つことなく、我が国独自の
船員教育訓練の体制を暫定的に整備 等

(※)「自動運航船に対応可能な海技人材の確保・育成」「JMETSの中期的なあり方」「船員の確保・労働環境改善のための原資の確保（内航海運業の事業基盤強化、荷主や一般社会の理解醸成）」は別途の検討の場において検討。

船員不足の深刻化等の環境変化を踏まえ、我が国の国民生活・経済を支える海上輸送を、将来にわたって安定的に確保してい
くためには、その担い手となる海技人材の確保の今後のあり方として、５つの方向性に沿って対応策を講じていくことが必要

海技人材の確保のあり方に関する検討会中間とりまとめ（概要） （R6.12））
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「船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略」（仮称）
の策定・実行

【戦略の内容のイメージ】
「船員」・「船員の仕事」の社会の受け止めの現状認識
新たな船員イメージの提示
重点的に取り組むべき訴求対象・訴求内容・訴求手法
構築すべきPDCAサイクルの提示
学校教育における船員職業に関する学習の普及・充実に向けた取組
（例えば、学習指導要領での記載の充実等）

関係団体

事業者

海事産業の
次世代人材育成推進会議労働者団体

専門家

国

戦略チームを推進会議の下
のWT等として位置づけ

地方船員対策協議会等

メンバーの補充等

戦略の
実施方針

戦略見直し、
労働環境の
改善提案

各地域での
連携、調整、
実施

取組状況の
評価

【実施体制のイメージ】【戦略チームのイメージ】

P

D C

A

船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略策定検討チームにおける取組み

•官労使の関係者に加え、教育・ﾘｸﾙｰﾃｨﾝｸﾞ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ等の専門家
も交えたチームを立ち上げ、船員の養成・就業拡大に向けた訴
求強化のための全体戦略を検討・策定する。

•PDCAによる継続的な改善を図りながら戦略を着実に実行して
いくため、既存の枠組みを活用しながら効率的・効果的な体制を
構築していく。

戦略実施のための体制構築・戦略実行

船員養成・採用拡大に向けた訴求強化を図るため、関係者による検討チームを立ち上げ、「船員養成・就業拡大に
向けた訴求強化戦略（仮称）を策定し、PDCAによる継続的な改善を図りながら、戦略を着実に実行していく。
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海技人材の養成・就業拡大に向けた訴求強化の目的

船員数の

増加

船員への興味・

関心の増加

新たな海に

関わる

仕事への興味・

関心の増加

定量の視点 定性の視点

【KPI】
・内航船員の新規就業者数
の増加の指標

【市場調査】
・学生（中高大）
・非船員（有資格・無資格）
・船員 を対象に実施
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労働市場全般に係る我が国の人手不足
の要因・課題とその対応について

令和７年４月２５日
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人手不足の要因とその背景にある我が国の現状

人手不足の要因①
少子高齢化が進んでいる中で、特に大都市圏以外の生産年齢人口が大きく減少することにより
人手不足が生じる「地域における生産年齢人口減少及び人口構成の変化」によるもの

○ 我が国では、少子高齢化が進行しており、2050年における15歳未満人口は2020年と比較して約７割の人口となることから、生産年齢人口
の減少は今後も長期にわたって続くことが見込まれる。

○ 特に地方の生産年齢人口は、大都市圏と比較して大きな減少となっていること、生産年齢人口が転出超過となっていることから、地方におけ
る生産年齢人口の減少は、今後、より深刻な状況になると考えられる。

我が国の現状

人手不足の要因②
専門的人材に対する求職者が少ないことから人手不足が生じる
「企業が求める技能とのミスマッチ」によるもの

○ 我が国では人手不足の状況にはあるものの、職種でみると、状況に差がある。有効求人倍率を職種別にみると、専門的・技術的職業従事者、輸
送・機械運転者、生産工程従事者等は１倍を大きく上回っている。

○ 企業は、専門的な人材を求めることが多いが、それらに対する求職者は少なく、企業が求めている専門的なスキルを持った求職者が少ない。

我が国の現状

人手不足の要因③
様々な制約や労働者の就業意識が多様化している中で、働く労働者に対応した職場環境等の
整備ができていないことから人手不足が生じる「職場環境のミスマッチ」によるもの

○ 女性について、非正規雇用者で「家事・育児・介護等と両立しやすいから」を理由にしている者は約222万人、「就業希望はあるが求職していな
い無業者」と「無業の求職者」約800万人のうち、59歳以下の女性では「出産・育児・介護・看護のため」を理由にしている者が多い状況。

○ 若年層は、就職の際に在宅勤務やリモートワーク等の柔軟な働き方ができるのか、という点を重視。また、子育て世代は、テレワークを利用し
たい声が多く、20代～４０代で自分の状況に応じた多様な働き方をしたいとの声が多い。

○ 様々な制約や労働者の就業意識が多様化している中で、企業での働き方が様々なライフイベントに応じていないことが継続的就業を阻害か？

我が国の現状

人手不足の要因④
労働者が求めるキャリアや職務内容などが企業情報から把握できないといった情報の非対称性
から人手不足が生じる「情報のミスマッチ」によるもの

○ 入職経路別の入職者数をみると、令和５年度では、広告、縁故、職業安定所の順で入職者が多く、雇用仲介機関を経由した入職が増加。
○ 企業は仕事内容などをしっかりと求職者に情報が伝えられていないことにより、情報面において、企業と労働者との間のミスマッチが生じて

いる可能性。（例）①地元にどのような仕事があるかわからず、仕事がないと思い込む、②中小企業の求人は求人サイトに掲載されず、労働者
にとって求人情報を探しにくい。③賃金カーブや休職の状況、企業内でのキャリアプランが公表されていないことが多い。

我が国の現状

令和６年11月29日 第35回厚生労働審議会労働政策基本部会
資料１を元に国土交通省において作成
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人手不足の要因と解消に向けた課題①

２

人手不足の要因①
少子高齢化が進んでいる中で、特に大都市圏以外の生産年齢人口が大きく減少することにより
人手不足が生じる「地域における生産年齢人口減少及び人口構成の変化」によるもの

○ 賃金を始めとした労働条件の低いことなど「良質な雇用」の不足が考えられる。。その背景として、地方では、専門性の高い職種や成長産業等
の生産性の高い分野での雇用機会が少ないことがある。

○ 情報発信の在り方も課題。地方の若年層を中心に、地方には自分がつける職種がないというイメージが強いという声が多く、一度東京などに
出てしまうと地方の情報に触れる機会も少ない。特に、高校生、大学生は地元の仕事を知る機会が限られ、どのような仕事が地元にあるか知
らないことが多い。

○ なお、都市部では民間の職業紹介経由が多いのに対して、地方ではハローワークを通じた入職者割合が高い傾向にある。

課題①ー１ 地方における賃金等の労働条件の低さや情報発信の不足

○ JILPT（独立行政法人労働政策研究・研修機構）が行った将来推計によると、2040 年にかけて、全体の労働力人口は減少するものの、産業
別における建設業、運輸業、小売業、医療福祉業等の社会インフラ維持に必要な分野においては、例えば、医療・福祉で少なくとも現在よりも
200 万人以上の雇用者の増加が見込まれている。一方で、運輸業、建設業、飲食店業・宿泊業などでは雇用者の減少が見込まれている。

○ 身近な生活関連サービスの供給体制を維持し、我が国全体の経済社会の持続可能性を確保するためには、社会インフラ維持に必要な現場人
材（建設・採掘従事者、輸送・機械運転、運搬・清掃、保健医療、介護等の職種）のキャリアに応じた処遇の改善が必要である。

課題①ー２ 社会インフラ維持に必要な産業・職種における賃金等の労働条件の低さ

人手不足の要因②
専門的人材に対する求職者が少ないことから人手不足が生じる
「企業が求める技能とのミスマッチ」によるもの

○ 地方や中小企業を中心に、専門的なスキルを持つ労働者を求めているが、それらの求人に対する求職者が少なく、特に地方では、専門的なス
キルを持つ労働者について人手不足が生じている。地方では都市部と比較して専門的・技術的職業従事者等の専門的な人材に対する求職者
が少ないことから企業が求める技能とのミスマッチが生じている可能性が高い。

○ 少子高齢化が進む中では、これまで以上に都市部と比較して人口が少ない地方や労働者が少ない中小企業では、自分たちで育てることや人
材を獲得することが難しくなる。

課題② 専門的な人材のミスマッチ

令和７年３月３１日 第3８回厚生労働審議会労働政策基本部会
資料１を元に国土交通省において作成



人手不足の要因と解消に向けた課題②

３

○ 労働者のニーズに対応した職場環境の整備が不足していることが考えられる。労働者の就業意識が多様化し、労働時間の限定や就業地の限
定など様々な限定がある中で働くことを希望する者が増えているものの、地方・中小企業では、都市部・大企業と比較すると、労働者のニーズ
に対応した雇用管理が進んでいない状況にある。

○ また、共働き世帯が専業主婦世帯を上回って推移している中では、ワーク・ライフ・バランスを意識した働き方へのニーズが高まっている。
○ 地方や中小企業において、多様な人材が働くことができる柔軟かつ安心な働き方が十分に確保されていないと考えられる。

課題③－１ 地方・中小企業における多様で柔軟かつ安心な働き方の不足

○ 地方の生産年齢人口の転出超過をみると、特に、若年女性の都市部への転入が男性に比べ進んでいる。この背景としては、地域間・男女間の
賃金差異があることに加え、固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見などにより、女性の居場所と出番を奪っていること、地方の企業
経営者や管理職等の理解が足りず女性にとってやりがいが感じられない環境であることなどが考えられる。

○ このように、地域社会の中で、無意識のうちに求められる様々な制約によって、特に、若年女性に対して働きづらさや暮らしにくさを感じさせ
ていることが都市部への流出につながっている可能性がある。

課題③ー２ 固定的な性別役割意識を背景とした若年女性等の都市部への流出

人手不足の要因④
労働者が求めるキャリアや職務内容などが企業情報から把握できないといった情報の非対称性
から人手不足が生じる「情報のミスマッチ」によるもの

○ 地方の中小企業では、専門的な技術を持っている企業であっても、知名度が低い等により、地方の企業の魅力が若年層をはじめとした求職者
に十分伝わっていない。

○ 労働者が求めるキャリアや職務内容などが企業情報から把握できないといった情報の非対称性が企業と労働者の双方に生じていると考えら
れる。

○ 労働者に必要な情報が届いておらず、企業と労働者との間で情報格差が存在るため、この格差の解消が求められる。

課題④ 情報ギャップの解消

人手不足の要因③
様々な制約や労働者の就業意識が多様化している中で、働く労働者に対応した職場環境等の
整備ができていないことから人手不足が生じる「職場環境のミスマッチ」によるもの

令和６年11月29日 第35回厚生労働審議会労働政策基本部会
資料１を元に国土交通省において作成



人手不足の解消に向けた課題への対応①

３

課題①ー１ 地方における賃金等の労働条件の低さや情報発信の不足

課題①ー２ 社会インフラ維持に必要な産業・職種における賃金等の労働条件の低さ

○ 都市部よりも相対的に劣っている賃金を上昇させ、労働条件を魅力的にすることが重要。
○ そのためには、賃金上昇の原資となる企業の利益の増加や職務内容を踏まえた労働者の必要な技能の向上が

必要であり、これらを通じた「労働生産性の向上」により、特に地方や中小企業における企業の稼ぐ力を向上さ
せていくことが求められる。

労働生産性の
向上

具体的な取組み

ＡＩの活用

○ 企業規模を問わず、AI への対応を考えていくことが急務であり、
企業は、AI の導入を踏まえた生産性の向上を考えることが必要。

○ 様々な経営課題をワンストップで相談できるようにするとともに、
課題解決に向けて適切な支援機関を紹介できる環境整備が重要

市場における賃金相場形成機能の強化

○ 更なるスキルの明確化を図るとともに、賃金とスキルの関係に係
る情報を掲載するなど求人企業、求職者、求職者支援サービスそ
れぞれの立場の方が使いやすい形でスキル・賃金等の見える化を
進め、アップ・スキリングやリ・スキリングに向けた機運を醸成。

社会インフラ維持に必要な職種における雇用の安定化

○ 国・地方公共団体や企業などを含む社会全体で、賃金、雇用形態を
含めた処遇面の改善に取組むことにより、雇用の安定化を図り、
一人一人が活躍できる力を高めていくことが重要。

現場人材におけるキャリアラダーの形成

○ 各業界内におけるスキルの標準化とキャリアラダーの構築を進め
ることでスキルを明確化するとともに、、業界ごとにスキルと賃金
が連動する形の仕組み作りを行っていくことが必要。

企業の競争力強化につながる人材育成の誘導

○ 企業が人材育成を行う際には、長時間労働を抑制しつつ、効果的
で生産性が高い人材育成を進め、企業の競争力強化につなげてい
くことが重要。

労働者へのスキル取得の支援の充実

○ 労働需要に応じた労働移動の実現のためには、労働者のスキルが
労働需要に応じたものになっていることが必要であり、職業訓練
等の充実を通じた労働者への支援の更なる推進が重要。

労働者への助言機能・マッチング機能の強化

○ 転職しない理由は「自分にあった仕事がわからない」が最も多い。
○ キャリア形成や労働者のスキル取得のための助言支援やマッチン

グ機能の強化が重要。

セーフティネットの強化が必要

○ 労働移動が円滑かつ安全に行われるためには、雇用保険をはじめ
としたセーフティネッ トの強化が必要。

○ 雇用保険基本手当の給付制限が解除される場合の周知が重要。

課題② 専門的な人材のミスマッチ

４

令和７年３月３１日 第3８回厚生労働審議会労働政策基本部会
資料１を元に国土交通省において作成



人手不足の解消に向けた課題への対応②

○ 働き手の減少の継続が想定される中、柔軟で多様な働き方を推進するとともに処遇の改善を行うことが重要。
○ そのためには、企業が多様な人のニーズを踏まえた柔軟な働き方を推進することが必要であり、これにより、

様々なライフステージに合わせた働き方が可能となり、結果として、より多くの働き手を増やすことにつながる

労働参加率の
向上

具体的な取組み

多様なニーズに対応した働き方の推進

○ 女性や高齢者を含めた更なる労働参加の推進には、多様なニーズ
に対応し、ワーク・ライフ・バランスがとれる働き方ができるよう、
長時間労働の抑制、処遇の改善、仕事と家庭の両立支援が重要。

商慣行の見直し及びカスタマーハラスメント対策の推進

○ 商慣行の見直しは、労働時間等設定改善法に基づく事業主の努力
義務の周知を図るほか、社会全体で取組みを行うことが重要。

○ カスタマーハラスメント対策について積極的な取組みが重要。

課題③－１ 地方・中小企業における多様で柔軟かつ安心な働き方の不足

○ 新たに企業で多様な働き方に関する制度が創設されたとしても、女性がその制度に固定化されてしまう懸念。
○ 地方の社会全体で固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアスをはじめとした 「ジェンダーギャップの

解消」を進め、多様な働き方を推進し、女性の労働参加率の向上を図ることが必要。

ジェンダー
ギャップの解消

具体的な取組み

社会全体での取組みの推進

○ 担い手が、性別や年齢等により役割が固定化されないことが必要。
○ 男性の家事・育児の積極的な参画など女性が活躍できるような環

境整備を進めることが必要

地方公共団体による地域密着型の取組みへの協力

○ 地域密着型で、職場のみならず、家庭・社会における慣習や慣行も
含めて見直すことで、「ジェンダーギャップの解消」を進めていくこ
とが効果的

課題③ー２ 固定的な性別役割意識を背景とした若年女性等の都市部への流出

○ 企業が情報発信や情報開示をしていないため、労働者を獲得できないという現状もみられ、労働条件等を含めた
情報発信、情報開示が重要

情報ギャップの解消

具体的な
取組み

積極的な情報開示や一元的な労働市場情報の活用

○ 求職者に企業を知ってもらい、人材確保につなげる観点から、
企業情報について、企業自らが積極的に公開し、企業の情報
発信、情報開示が、求職者に効果的に伝わることが必要

課題④ 情報ギャップの解消

若年層との対話等による情報発信

○ 学生に興味を持ってもらえる仕事内容等を伝えていくこ
とが必要であり、企業と学生が直接交流する機会を持て
るイベントを開催し、企業認知度を高めることが有効。 ５

令和７年３月３１日 第3８回厚生労働審議会労働政策基本部会
資料１を元に国土交通省において作成



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

船員不足に係る要因・課題とその対応に
ついて（労働市場全体との比較）

令和７年４月２５日

第１回船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略
策定検討チーム 資料４



人手不足の要因と要因別船員分野の状況

船員分野の状況課題人手不足の原因

賃金は他産業に比して、高い水準にあることは地
方部において特に強みとなるものの、労働時間等
の条件が厳しく、情報発信も不足

地方における賃金等の労働条件の低
さや情報発信の不足

地域における生産年齢人口減少
及び 人口構成の変化

社会インフラ維持に必要な産業・職種
における賃金等の労働条件の低さ

船員分野も同様、海技士資格を必要とする一方で、
資格保有者数は限定的

専門的な人材のミスマッチ企業が求める技能とのミスマッチ

船員の仕事のライフサイクルは最近の若年層や子
育て世代の就業意識と大きなギャップ

地方・中小企業における多様で柔軟
かつ安心な働き方の不足

職場環境のミスマッチ

女性の船員分野への進出は進んでおらず、受け皿
となれていない

固定的な性別役割意識を背景とした
若年女性等の都市部への流出

船員分野も同様、地元で一定の所得を得られる職
業であるものの、認知度等の問題を抱えている
海洋国家日本を支える職業として社会の幅広い
関心を得られていない

情報ギャップの解消情報のミスマッチ

船員の強み・弱みを整理し、若年層や転職を希望する者に届けるメッセージや
アプローチの仕方を検討し、具体的なアクションにつなげることを目指す １



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

検討の進め方

令和７年４月２５日

第１回船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略
策定検討チーム 資料５



検討体制

船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略策定検討チーム

大まかな方向性を検討するチームを立ち上げ

○ 有識者（海洋教育、就職・採用活動、コミュニケーション）
○ 海運関係の労使団体
○ 個別の海運事業者
○ 船員養成機関

ワーキンググループ（WG）

現に実務として、船員の採用活動等に従事されている方を構成員とした
具体的な取組みを検討するチームを立ち上げ

１



検討スケジュール（案）

４月 第１回検討チーム

・訴求強化に向けての問題意識や、これまでのリソース（各団体によるアンケート結果）の共有
・市場調査方針（訴求強化の目的、目的達成の手段として市場調査の必要性（仮説設定の必要性、
訴求対象・調査対象の考え方など）の確認
・各団体の詳細な活動内容の整理・検討を依頼。

５月～６月 WG ・市場調査の設計に関する議論等（複数回実施することを視野に検討）

６月～７月 市場調査 ・日本財団の調査事業との連携

８月～９月 WG ・市場調査の結果分析､戦略素案（具体的な訴求強化案）の議論

１０月 第２回検討チーム ・WGのまとめた戦略案（具体的な訴求強化案）の議論

１１月 WG ・第２回検討チームでの議論を踏まえた対応の検討

１２月 第３回検討チーム ・戦略策定

２



第1回船員養成・就業拡大に向けた

訴求強化戦略策定検討チーム

令和７年4月25日

日本内航海運組合総連合会

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 1
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Japan Federation of Coastal Shipping Associations 2

内航船の船型別登録船の推移

令和6年度版内航海運の活動

-日本内航海運組合総連合会より

内航船の船型別構成を100総㌧以上の登録船でみると隻数比で安全最小定員が5名以下と
なる499総トン以下の船舶数は全体の62.2%となっております。



Japan Federation of Coastal Shipping Associations 3

内航海運事業者数

令和6年度版内航海運の活動

-日本内航海運組合総連合会より

内航海運は、6割以上が
499総㌧以下の小型船であ
るとともに、6割近くが一
杯船主という構造になって
います。

荷主と契約し貨物を運送す
る事業者の上位約60社の
運送契約量は総輸送量の8
割を占めています。



内航の新規就業者数の推移

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 4

海事局資料より

国土交通省海事局、船員教育訓練機関、海事関係者の弛まぬ努力により、平成19年度以降増加
傾向にあった内航船の新規就労者数は、令和元年のコロナウイルス感染症の流行以降減少に転
じています。



内航総連が実施している船員確保と育成対策についての紹介

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 5

1. 商船系高等専門学校との連携強化について

2. 水産高校との連携強化について

3. ジェンダーレスな視点による船員対策検討会の設置について

4. 内航船員の定着化に向けた教材等の開発及びその活用方法について

5. 内航船員確保対策協議会における活動助成について



内航総連が実施している船員確保と育成対策についての紹介

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 6

1. 商船系高等専門学校との連携強化について

2. 水産高校との連携強化について

3. ジェンダーレスな視点による船員対策検討会の設置について

4. 内航船員の定着化に向けた教材等の開発及びその活用方法について

5. 内航船員確保対策協議会における活動助成について



商船系高等専門学校との連携強化について（１）

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 7

VR・AR技術を活用した仮想乗船体験、船内見学システムの構築

橋の下を航過する弓削丸のVR動画

尾道におけるVR体験イベント風景

小中学校の生徒を対象に練習船弓削丸のVR航
海体験が可能なコンテンツなどを無料で提供さ
せて頂いております。



商船系高等専門学校との連携強化について（２）

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 8

VR・AR技術を活用した仮想乗船体験、船内見学システムの構築

作成中のVR機関室見学
国立弓削商船高等専門学校

コンテンツの作成は、
小中学生に興味を
持って頂けるように、
弓削商船高専の学生
目線で作成頂いてお
ります。

今後も様々なコンテ
ンツをリリース予定
です。

全てのコンテンツは
希望者に無料で提供
致します。



商船系高等専門学校との連携強化について（３）

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 9

弓削商船の要請により、内航総連・中国地区内航船員対策協議会では、令和６年度に広島県内の
２か所の児童養護施設の児童・学生、引率教員に対して、体験乗船を実施するとともに海運業界
の説明、各種船員養成施設の紹介及び各学校の奨学金制度の説明を実施しました。

本年度は、広島県の後援を受け、中国地区内航船員対策協議会の主催で２回の乗船体験を実施予
定しており、弊会では実施費用の助成を行います。

弓削商船ホームページより



内航総連が実施している船員確保と育成対策についての紹介

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 10

1. 商船系高等専門学校との連携強化について

2. 水産高校との連携強化について

3. ジェンダーレスな視点による船員対策検討会の設置について

4. 内航船員の定着化に向けた教材等の開発及びその活用方法について

5. 内航船員確保対策協議会における活動助成について



水産高校との連携強化について（１）

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 11

卒業生（入学生）の総数は毎年減少しているものの民間商船
への就職人数は増加しています。



水産高校との連携強化について（２）

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 12



水産高校との連携強化について（３）

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 13

水産高校校長会との意見交換会における要望に応え、令和5年度より、国土交通省地方運輸局が
主催する「めざせ海技者セミナー」の全ての管区内において、水産系高校の学生の皆様に参加頂
けるよう、貸し切りバスの手配を開始しました。海運事業者と学生が直接お話ができる機会の創
生を今後も積極的に支援いたします。

海技者セミナーへの参加企業ブース数増加、抽選漏れ企業の求人情報を掲載した冊子の作成にも
助成させて頂いております。

また、海技者セミナーが開催されていない中国地区においては、該当区域の水産高校３校を対象
とした独自の企業説明会を１昨年度から開催しており、数多くの学生に参加企業への就職をして
頂いております。

昨年の神戸会場の様子



内航総連が実施している船員確保と育成対策についての紹介
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1. 商船系高等専門学校との連携強化について

2. 水産高校との連携強化について

3. ジェンダーレスな視点による船員対策検討会の設置について

4. 内航船員の定着化に向けた教材等の開発及びその活用方法について

5. 内航船員確保対策協議会における活動助成について
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ジェンダーレスな視点による船員対策検討会

日本内航海運組合総連合会

船員対策委員会

ジェンダーレスな視点による
船員対策検討会

ジェンダーレスな視点による
船員対策検討会

➢ 船内居住設備への改善や労務・荷役軽減

➢ 積極的に女子船員雇用する船主による企業説明会開催

➢ 女子船員を採用する企業用、内航海運業界に就職を希
望する女子学生用の就職活動マニュアルの作成

➢ 結婚・出産により海運業界より離れた海技免状保有者
の再就職活動支援等を検討

内航海運業を営む女性経営者をメンバーの中核とし、
各種船員養成機関を卒業する女子生徒・学生に積極
的に意見聴取を行い、魅力ある職業として内航船員
を選択いただくため、船員対策委員会へ提言します。
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ジェンダーレスな視点による船員対策検討会

清水海上技術短期大学校女子学生
との意見交換会

女子船員の
割合は３％

船内居住設備
の改善

育児・介護休暇
結婚後も働らけるの？

ハラスメント対応



女子学生を採用する船主による合同WEB企業説明会

Japan Federation of Coastal Shipping Associations 17

商船系高等専門学校女子学生のための
合同企業説明会

海技教育機構女子学生のための
合同企業説明会

意見交換会におけ
る女子学生の要望
に応え、本年度か
ら女子船員の雇用
を予定する船主に
よる合同企業説明
を商船系高等専門
学校、ならびに、
海技教育機構と開
催しました。

本年度は商船高専
側からの要望に従
い、女子学生と女
子船員の意見交換
会も企画中です。



内航総連が実施している船員確保と育成対策についての紹介
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1. 商船系高等専門学校との連携強化について

2. 水産高校との連携強化について

3. ジェンダーレスな視点による船員対策検討会の設置について

4. 内航船員の定着化に向けた教材等の開発及び
その活用方法について

5. 内航船員確保対策協議会における活動助成について



内航船員の定着化に向けた対応
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海事局資料より

長い年月をかけて育成さ
れる船員教育訓練機関の
卒業生をいかにして業界
内に留めるかが非常に重
要な課題です。
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若手船員の定着化に向けた調査 (日本海洋科学)
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若手船員の定着化に向けた調査 (日本海洋科学)

前頁の「学生が内航海運会社
にたいする要望事項」の中の
第4位にネット環境整備があり
ますが、退職理由にはネット
環境が無いのは上がっており
ません。そもそも若手船員は
ネット環境を設備していない
船社には就職していない事が
わかりました。

暴力に関する対応は、海運業
界として真っ先に取り組む課
題と認識しており、組合員に
向けたハラスメント講習を各
地で開始しております。
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若手船員の定着化に向けた調査 (日本海洋科学)

調査報告書による課題提言

1. 荷主・オペレーターへの改正内航海
運業法順守の働きかけ

2. 内航海運業務の学生向けPR活動

3. コンプライアンスなど教育に係わる
講習会の主催やオンライン配信

4. 船内のWi-fi 環境整備支援

5. 船員養成施設との密な情報共有

6. DX(デジタルトランスフォーメー
ション)の推進支援

7. 船員教育・訓練マニュアルの作成



船員教育・訓練マニュアルの作成（海技教育機構)
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独立行政法人 海技教育機構 日本内航海運組合総連合会

内航総連が海技教育機構とおこなう様々な活動

➢ 内航貨物船への夏休み体験乗船（ミスマッチの解消）
➢ オープンキャンパスへの事業社、学校卒業船員の派遣
➢ 海技教育機構学生を対象とした内航貨物船見学会の実施
➢ 練習船乗船中の実習生に対する特別講義
➢ 海技教育機構ー日本内航海運組合総連合会意見交換会
➢ その他、各種イベントやPR活動における協力

船員養成機関として学生目線で最も有用な情報収集が可能であり、様々な知見を有す
る海技教育機構と内航船員の定着化に向けた教材等の開発および活用に関する研究を
委託する事としました。



船員教育・訓練マニュアルの作成
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自身の父親・祖父の世代の既存船員

新人船員

退職原因で最も
多い理由は職場
の人間関係

お互いがどの様
に接してよいの
かわからない

離職に悩む若手船員が
気軽に相談可能な連絡窓口の開設を検討しています。

船員教育・訓練マニュアル、ビデオ等の作成

1. 大型船（2名航海当直)へ乗船する新卒乗組員に
対する教育・訓練マニュアル

2. 大型船（2名航海当直)へ乗船する新卒乗組員を
迎える既存船員に対する教育・訓練マニュアル

3. 小型船（1名航海当直)へ乗船する新卒乗組員に
対する教育・訓練マニュアル

4. 小型船（1名航海当直)へ乗船する新卒乗組員を
迎える既存船員に対する教育・訓練マニュアル

話しにくい

聞きにくい



内航総連が実施している船員確保と育成対策についての紹介
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1. 商船系高等専門学校との連携強化について

2. 水産高校との連携強化について

3. ジェンダーレスな視点による船員対策検討会の設置について

4. 内航船員の定着化に向けた教材等の開発及び
その活用方法について

5. 内航船員確保対策協議会における活動助成について



内航船員確保対策協議会
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内航船員確保対策協議会

北海道 東北 関東 中部 近畿 神戸 中国 四国 愛媛 九州

日本内航海運組合総連合会

助成活動計画

主な活動内容

➢ めざせ海技者セミナー運営
➢ 船員訓練機関に対するオープンキャンパスへの人員派遣
➢ 海事関係者、学校教育関係者との意見交換会
➢ 近隣小・中学校への出前授業の企画
➢ 児童養護施設の児童・職員を対象とた出前講座、体験乗船の企画
➢ 各地海運関係イベントへの参加及び内航海運業界のアピール
➢ 各種広報グッズの作成及び配布
➢ その他

内航船員確保対策協議会とは

地方運輸局、地方海運組合等に
よって構成され、地域特性を生
かしながら、船員という職業の
紹介、船員の確保に関する様々
な活動を行っています。



各種活動における問題点と解決に向けた要望
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➢ 内航総連では、独自で様々な活動を行うとともに、傘下５組合並びに下部組織、内航船員確保対
策協議会への支援、水産高校や商船高専との意見交換会における要望事項の実践に鋭意取り組ん
でいる。

➢ しかしながら、それぞれの活動において、必ずしも集約的な広報が行われておらず、活動が重複
する事も散見される（船員教育機関においても複数回の対応が必要となっている）。

➢ また、他の海運関係団体と活動に関する連携が行われていないことから、同様の活動が重複して
行われていることも確認されている。

この様な、状況を改善するために、国が海運関係団体の活動を集約したポータルサイトの構築を進
め、それぞれの海運関係団体が今、何を実施しようとしているのかを広く周知する事を可能とする
とともに、複数海運関係団体が共同・協賛して活動する事が可能な事業において調整頂く事を要望
致します。
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第１回
「船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略策定検討チーム」

説明資料

独立行政法人海技教育機構

第１回船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略
策定検討チーム 資料６②
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商船系
大学
(2校)

芦
屋

実習生定員180名

銀河丸

実習生定員180名

青雲丸

実習船定員108名

海王丸

実習生定員120名

日本丸

商船系大学（商船系学部＋乗船実習科）（2校）

商船系高等専門学校（商船学科）（5校）

海上技術短期大学校（5校）

海上技術学校（2校）

◆4級養成、高卒以上
■修業期間 2年

（うち、航機両方は、学科1年3月、乗船実習9月）
航海専科は、学科1年6月、乗船実習6月）

◆4級養成、中卒以上
■修業期間 3年6月

（うち、学科2年9月、乗船実習9月）

海技大学校（1校）

商船学科定員200名

乗船実習科定員160名

定員335名

定員70名

実習生定員120名

大成丸

学
科

東
京

小
樽

宮
古

清
水

館
山

富
山

鳥
羽

弓
削

広
島

大
島

唐
津

口
之
津

波
方

神
戸

横
浜
（
本
部
）

商船系
高等専門学校

(5校)

帆船(2隻) 汽船(3隻)

乗船実習を
委託

○船員となるための海技士免状（国家資格）を取得するには、学科（理論の習得）と乗船実習（運航技能の習得）が必要
○これらについて、次のとおり、船員教育機関が役割分担の上で、連携して実施

・学 科：15校にて行う（内訳は、海技教育機構の3種類8校、商船系大学2校、商船系高等専門学校5校）
・乗船実習：上記15校の学生を対象として、海技教育機構の練習船5隻にて行う

○背景が黄色で表示された部分が、海技教育機構の施設や船舶

◆3級養成、高卒以上
■修業期間 4年6月（学部4年、乗船実習科6月）

（うち、学科3年6月、乗船実習12月）

◆3級養成、中卒以上
■修学期間 5年6月

（うち、学科4年6月、乗船実習12月）

１．教育機関の概要 ①学校数、学生数、教官数 ②施設概要、保有船舶 ③教育内容・教育課程

商船系の新人船員教育体制(※1,2)と、海技教育機構の役割

◆専修：3級養成、海上技術短期大学校卒
◆専攻：3級養成、大卒以上&船社推薦
■修業期間 ２年

（うち、学科1年、乗船実習12月）

2

（定員はＲ６年度のもの）

海技
大学校
(1校)

海上技術
学校
(2校)

海上技術
短期大学校

(5校)

【船員教育機関の種類とその役割分担・連携】

練 習 船
(5隻)

乗
船
実
習

【学校・練習船の定員、養成対象等】

学
校

練習船

【学校の種類と所在地】

(※1) 新人船員教育体制のうち水産系のものついては、ここには記載していない
(※2) 商船系の船員に対する再教育の多くは、海技教育機構の海技大学校が担って

いるが、ここには記載していない
(※3) 一部の学生の乗船実習の後半は、海技教育機構の練習船ではなく、船社が運

航する船舶において行われる（いわゆる「社船実習」）

定員若干名
定員20名

【海技教育機構の教員数】

教員数 172名

うち、航海科 94名
機関科 68名
その他 10名

(※3) (※3) (※3) 
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【海大専修】

3級養成

3

２．応募者・入学者の状況

①応募者数・入学者数・定員の推移

0

200

400

600

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

応募者数

入学者数

定員 0

100

200

300

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

応募者数

入学者数

定員

（人）

○4級養成
・定員は、学校の再編により、海上技術短期大学校（以下「海技短大」）で増加、海上技術学校（以下「海技学校」）で減少
・応募者数は、いずれも減少していたが、R7年度についてはSNSでの情報発信や入試シーズン早期からの応募者確保、既卒の応募者の増
加により、応募者が増加した。

○3級養成
・海技大学校（専攻）（以下「海大専攻」）の定員は若干名だが、船社の推薦人数の増、練習船の受入可能枠捻出等により、実質的に増加
・海技大学校（専修）（以下「海大専修」）と海大専攻は、応募者数と入学者数がほぼ同数で推移

0
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応募者数

入学者数

0
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20
30

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

応募者数

入学者数

定員

（人）

（人）

（人）

【海技短大】 【海技学校】

4級養成

【海大専攻】

3級養成

※R7年度より一般大卒者
の募集枠を拡大



Japan agency of Maritime Education and Training for Seafarers

【海大専修】

43, 
10%

386, 
90%

女子

男子

（人）

4

２．応募者・入学者の状況

②入学者の属性（性別、出身地）

【海技教育機構の8校全体】

○入学者の性別
・女子の割合は、どの学校も概ね10％程度
・3級養成（海大専修と海大専攻）でやや高い

応募者15人以上

応募者5～14人

応募者1～ 4人

応募者0人

○入学者の出身地
・海技短大は、学校所在地の近傍が比較的集中しているが、広域的に分布
・海技学校は、学校所在地の近傍にかなり集中

【海技短大の例：清水校】

【海技学校の例：館山校】

★

★

清水海技短大

館山海技学校

（R6年度入学者）

（R6年度の入学者111名の出身地）

（R6年度の入学者35名の出身地）

【海技短大】 【海技学校】
4級養成

【海大専攻】
3級養成
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83%

69%

36%

32%

31%

19%

15%

15%

13%

11%

82%

59%

12%

42%

32%

30%

23%

24%

20%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

船員になりたい

海技資格がとれる

学費の負担が少ない

海上就職率がよい

2年で卒業（海技短大）
高卒同等資格（海技学校）

他の学校より良い

寮がある

周りの人の勧め

雰囲気や校風がよい

その他

海技短大
海技学校

5

２．応募者・入学者の状況

③入学者の応募理由、④応募者・入学者を増やす取組

○初めて船員教育機関の門戸をたたいた者を受け入れる海技短大と海技学校は、その入学者の8割以上が「船員になりたい」、6～7割が「海技資
格がとれる」、3～4割が「海上就職率がよい」を志望理由として挙げており、入学の段階から船員になろうという志向が非常に強い

○海技短大と海技学校への応募者・入学者を増やすため、様々な取組をしている
○なお、海大専修は、海技短大卒業後にさらに上級の資格を取得しようとする者が、海大専攻は、一般大学卒業後に船社の推薦を受けた者が、それ

ぞれ入学するので、船員になろうという志向は明確

【海技短大と海技学校のR6年度入学者の志望理由に関するアンケート結果】
（複数回答）

＜回答者数＞

海技短大： ３０８名
（アンケート回収率 99%）

海技学校： ６６名
（アンケート回収率 94%）

【応募者・入学者を増やすための取組】

１．生徒や保護者を対象とした直接的な学
校情報の提供

・学校説明会、オープンキャンパス等
の開催 ６５回（R6年度実績）

２．高校・中学の進路指導の先生を対象と
した個別訪問や資料送付による学校情
報の提供

３．進学情報ウェブサイト、ＳＮＳ等を活用
した学校情報の発信

４．地域との関わり

・シップスクールや校内練習船見学会
の開催 ３８回（R6年度実績）

・地域行事への参加・協力

２４回（R6年度実績）

５．一般の人が船舶や船員に触れる機会
の提供
・大型練習船の一般公開

２５回（R6年度実績）

６．出口（4級海技士資格取得、海上就職）
における高い実績の確保（p.6,7参照）
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6

３．卒業生の状況

①進路の状況の推移

○海技教育機構は、中期計画において、課程ごとに、海事関連企業への就職率について、非常に高い目標に掲げているが、ほぼ達成している
○海技短大と海技学校は、商船（内航）(※1)が卓越して多く、その他船舶(※2)も多いが、商船（外航）や陸上就職は少数。卒業生数は学校再編で増減
○海技短大は、海大専修に進学する者を含め進学者も相当数いる
○海大専修は、商船（内航）と商船（外航）が多く、その他船舶も一定数いるが、年度ごとに振れ幅大
○海大専攻は、外航船社から推薦された者が入学しており、修了後はもっぱら商船（外航）へ

【海技短大】 【海技学校】

【海大専攻】

（人）

（人）

（人）

（人）

(※1) 「商船（内航）」には、タグを含む
(※2) 「その他船舶」には、カーフェリー、観光船、官公庁を含む

4級養成

3級養成

【海大専修】

3級養成 （人）

海事関連企業への就職率 99.1%        99.2%        98.4%      (目標：95%以上)
海事関連企業への就職率 95.5%        96.5%        96.9%      (目標：95%以上)

海事関連企業への就職率 100%         100%         92.9%      (目標：95%以上)



Japan agency of Maritime Education and Training for Seafarers
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53%

33%

52%

38%

14%

20%

9%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

収入が多い

まとまった休暇がとれる

海で働くことができる

かっこいい職業

やりがいのある仕事

いろいろな港へ寄港できる

社会に役立つ仕事

船体や機関を操縦・操作

通勤ラッシュや渋滞と無縁

高い技術が必要な仕事

開放的である

その他

海技短大

海技学校

7

３．卒業生の状況

②各進路を選択した理由

○海技短大と海技学校の入学者の多くは、船員になりたい、海技資格がとれる、海上就職率がよい等の志望理由をもって入学してくる（p.5参
照）が、出口としての船員という職業について、7割以上が「収入が多い」、6割程度が「まとまった休暇がとれる」ことに魅力を感じていると
ともに、3～5割が「かっこいい職業」「やりがいのある仕事」「社会に役立つ仕事」という良いイメージを持っている

○なお、海大専修は、海技短大卒業後にさらに上級の資格を取得しようとする者が、海大専攻は、一般大学卒業後に船社の推薦を受けた者が、そ
れぞれ入学するので、ほとんどが進路として船員を選ぶ（p.7参照）

【海技短大と海技学校のR6年度入学者の船員の魅力に関するアンケート結果】（複数回答）

＜回答者数＞

海技短大： ３０８名
（アンケート回収率 99%）

海技学校： ６６名
（アンケート回収率 94%）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

海や船に関する仕事への興味に
関するアンケート（令和２年度調査）

国土交通省 海事局

総務課海洋教育・海事振興企画室

令和７年４月２５日

第１回船員養成・就業拡大に向けた訴求強化戦略
策定検討チーム 資料６③



【機密性２】
令和２年度文献・アンケート調査の全体概要

「海と船の情報ポータルサイト」（https://c2sea.go.jp/dantai/）に掲載中

1



【機密性２】
【１－１】文献調査からわかったこと

学生は就職先を選択する際、「勤務時間・休み」「給料」「会社の雰囲気・設備・制度」を
重視している。
就職の意思決定に、「学校の先生」・「保護者」が大きく影響を与えている。

就職先決定の決め手になった理由として、「勤務場所」と「会社の雰囲気・設備・制度」の
次に「企業見学・インターンシップ」が挙げられている。

※高校生の場合

2



【機密性２】
【１－２】文献調査からわかったこと

学生は就活を行う上で様々な悩みを抱えている。

「身近な先輩からの情報」や「知りたい情報を直接会社の方に聞ける手段がほしい」とい
う声があり、より詳しい情報提供の機会が必要と思われる。

※高校生の場合

3



【機密性２】
【１－３】文献調査からわかったこと

高校生に対して船員への就職を誘導するためには、学校関係者との連携が必要。

また、担任が就職の意思決定に大きく影響を与えていることから、船員が担任から生徒
にお勧めできる職業と認知されることが重要。 4



【機密性２】
【２－１】アンケート調査の概要 （高校生・大学生）

就職を控えた学生1000名程度を対象に、「SEA-GOTO海のシゴトガイドブック」の一
部を読んでもらい、関心度を調査。
一定の知識をもってもらった上で、知識を得る前と後でのイメージの変化を比較した。

5



【機密性２】【２－２】アンケート事前調査（高校生・大学生）

「ほとんど興味がなかった」・「まったく興味がなかった」の回答を合わせると、高校生・
大学生それぞれ全体の半数以上を占めており、海事産業が就職先として学生から高
い関心を得られていないことが判明。 6



【機密性２】
（参考）アンケートの設問

基本情報

問１〜問９.学年、性別、学種等

事前調査｜アンケート前の「学生の海事産業全般への就職の興味について」

問10.このアンケートの実施前に、海運業や造船産業等の海事産業（海や船に関する業種）への就職に興味を持ったことはありますか

アンケート調査｜教材を提供後のアンケート 「海運業への就職の興味について」

世界の物流を支える社会インフラ「海連業」について、次の5枚の資料を御覧ください。
我が国、そして世界の日常生活や経済活動に必要不可欠な社会インフラである海運業への就職について、どのような印象をお持ちですか。それぞれの項目について、5段階でお答えください。

問11.海運業への就職について「将来性があると思う」

問12.海運業への就職について「国際性があると思う」

問13海運業への就職について「社会的貢献ができると思う」

問14.海運業への就職について「やりがいがあると思う」

問15.海運業への就職について「収入が高いイメージがある」

問16.海運業への就職について「体力が必要だと思う」

問17.海運業への就職について「語学力が必要だと思う」

問18.海運業への就職について「女性が活躍できると思う」

問19.海運業への就職について「就職先としてのイメージがよい」

問20.このような社会的貢献度の高い職業に興味がありますか。

問21.船員の仕事は、例えば、６か月乗船して3か月の連続休暇が取得できるなど、特殊な勤務体制ですが、就職先として魅力を感じますか。

問22.海運業では、「船員」だけでなく、運航管理やマーケティングなどを担当する「陸上職」も重要な役割を担っていることをご存じでしたか。

アンケート調査｜教材を提供後のアンケート 「海事産業全般への就職の興味について」

問35.このアンケートの実施後における、海運業や造船産業等の海事産業（海や船に関する業種）への就職に対する興味はいかがですか。

問36.今回の調査を通じて海事産業について知ったことで、将来の仕事として関心をもった職種はありますか？当てはまるものをすべてお選び下さい。

問37.海や船にかかわる仕事について、今後どのような情報機会があれば、見てみたい/参加してみたいですか？当てはまるものをすべてお選び下さい。

※造船業に関する設問は割愛。
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【機密性２】
【３－１】アンケート調査からわかったこと（高校生・大学生）

「思う」・「どちらかというとそう思う」との回答を合わせると、いずれも７割程度ま
たはそれ以上を占めることから、学生らに教材を読んでもらうことで、海運業に
対して「将来性」・「国際性」・「社会貢献度合い」・「やりがい」といった肯定的なイ
メージを持ってもらう結果となった。

8



【機密性２】
【３－２】アンケート調査からわかったこと（高校生・大学生）

大多数の学生が海運業について体力が必要な力仕事と認識（問16）。また、海運業
が高収入であることや女性の活躍が進んでいることも十分に認知されていないこと
が判明（問15・18）。
→海運業（船員）が力仕事ばかりではなく、女性も活躍できる仕事であることや給与水
準が高いこと等の認知度の向上を図ることが必要。

9



【機密性２】
【３－３】アンケート調査からわかったこと（高校生・大学生）

船員の長期乗船・長期休暇については、約４割が魅力的に感じている。
陸上職に対する認知度は４割程度（問22）。認知した上で、就職先として興味を持っ
ている人はそのうち３割程度。→陸上職についても認知度向上を図ることで、就職先
としての関心を高められる可能性がある。 10



【機密性２】
【３－４】アンケート調査からわかったこと（高校生・大学生）

「とても興味がある」・「少し興味がある」とのポジティブな回答が、高校生・大学生そ
れぞれで教材提供後に上昇。
→海事産業の認知度向上を行い、学生が就職先として検討する上で重要な情報を積
極的に発信することで、海事産業への興味を喚起することができると思われる。

※造船業含む

11



【機密性２】
【３－５】アンケート調査からわかったこと（高校生・大学生）

学生のニーズとして、TV番組やYouTubeなど、「動画素材」による情報機会の人気が
高いことが分かった。特にYouTubeは無料かつHP・説明会で繰り返し活用が可能で
あり、情報発信手段として価値が高いといえる。
また、「進路指導での紹介」、「職場見学会」、「インターンシップ」については、いずれ
も学校や授業を通じて学生に提供可能であり、「学校の授業」と合わせると学生の
ニーズは５割以上。

12



【機密性２】
海洋教育・海事振興企画室としての情報発信 まとめ

「適切な情報発信により海事産業への興味を喚起することができる」という調査
結果を踏まえ、今後も主にポータルサイトやSNSを通じて若者のニーズに沿っ
た情報発信を継続していく。

船員の担い手確保に向けて、近年「作業のDX化」・「女性が働きやすい環境作
り」を含む働き方改革が進んでいる点や「給与水準が高い」・「休暇が長い」と
いった船員の仕事の良い点を積極的に訴求していく。

学校の担任や親といった身近な大人から若者へお勧めできるような職業となる
よう、船員政策課と協力して船員のイメージアップを行う。

特に高校生については、学校斡旋での就職活動が行われていることや学校現
場における情報提供のニーズが高いことを踏まえ、学校関係者との連携が有
効。インターンシップや出前講座等の既存の取組も継続していく必要。

動画素材による情報機会が好まれていることを受け、CtoSeaプロジェクトを通
じたYouTubeやInstagramを含む動画形式の情報発信を今後より充実させて
いく。 13



【機密性２】

14

（参考１） 情報発信 CtoSeaプロジェクト
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「 国民 (Citizen)、子供達 (Children)、文化 (Culture) 

などの様々な「C」を「Sea（海）」につなげる。

【シンボルマーク】
○海離れが指摘されている子どもや若者を始めとした国民全体に対して、海・

船への興味・関心をより一層高めるとともに、海事観光や海洋レジャーの市
場拡大していくため、平成29年夏に「C to Seaプロジェクト」を開始。

○国土交通省と海事関係26団体が官民一体となった「海事広報活性化協議会」
を設立して、海や船に触れる機会の創出と、海事・海洋に関する情報発信を
行っている。

○国民の海や船への関心を喚起する＝「海ってイイね！」の共感を広げていく
ことで、海洋教育の推進や海事産業の人材確保等に寄与することを目指す。

※本プロジェクトは、国土交通省や日本財団等を中心に産学官民共同で行う「海と日本プロジェクト」の一環です。

「C to Seaプロジェクト」
アンバサダーとしてSTU48が就任

（2018年2月～）

若者向けマリンレジャー・船旅需要喚起のため
のサービス「マジ部」（19～22歳無料体験）
（主催：（株）リクルート）

アンバサダーの任命হ
঵
ৰ
ౚ

民間事業者の賛同企画

御船印めぐりプロジェクト
（(一社)日本旅客船協会 公認プロ
ジェクト）（主催：御船印めぐりプ
ロジェクト事務局）

@c2_sea_project
フォロワー：約12,503人

@c2.sea.project
フォロワー：約2,445人

海ココちゃんねる

■リアルな海の仕事集「SEA-GOTO」
■全国の公立中学校に1万部配布

海事産業の仕事紹介

マリンアクティビティ啓蒙

■マリン体験紹介冊子「umiasoBe」
■誰でも気軽に「海遊び」を楽しむ

方法を紹介

海事観光サイトの新設

「船に乗りたい」、「海で遊び
たい」など「やりたい！」こと
から探す「海の旅」サイト

専用ポータルサイト・SNS運用

（R7.4.4現在）

フォロワー：約1560人

フォロワー1万人達成 !



【機密性２】

海や船に関わる仕事の紹介、イベント情報など、幅広い情報を発信中。
【海事観光】【うみあそびぃ】【海のシゴト-SEA GOTO-】【海ココ
キッズ】など様々な特集ページを開設

（2018年4月～）

Instagram
海の絶景や船の魅力を写真で発信。
我ら海の子展の受賞作品なども紹介。
c2.sea.project（2018年4月～）

フォロワー1,775人(4/12時点）

X（旧Twitter）
海や船を身近に感じてもらうことを目的に、海にまつわる小ネタ、海事産業の紹介、
港や船のイベント情報など、真面目な話題からゆるい話題まで平日ほとんど毎日更新中。

公式アンバサダー・STU48と
連携した情報発信

フォロワー10,335人
(4/12時点)

YouTube「海ココちゃんねる」
海事局職員が企画・取材し、海事産業や船旅の魅力をPR！

(2019年11月～)    

c2_sea_project（2018年4月～）

（最新動画）「ミス海の日と造船所内を潜入取材！」

海と船のポータルサイト「海ココ」

UmiasoBe
（マリンアクティビティ）

その日にまつわる
時事ネタ 全国のイベント情報

海ココキッズ

15

SEA-GOTO

海事観光

流行りの「リール動画」で
海事観光をプロモーション中！

写真コンテストなど
参加型企画も開催！

（参考２） 情報発信 C to Seaプロジェクト



【機密性２】
（参考３） 国交省webマガジンGrasp・政府広報の活用

（Angle A） タレント枠
（Angle C） 国交省職員枠 も順次掲載予定！

（Angle B）女性船長へのインタビュー記事：

船員になったきっかけや迷い
キャリアパス
女性の船員として、育児との両立
船員のやりがい
今後の目標や夢

Grasp（グラスプ）: https://www.magazine.mlit.go.jp/interview/ ＼2025年5月8日より公開予定！／

（準備中 ）

Vol.55 「テーマ：海事振興・船員の担い手確保」
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読売中高生新聞 2024.7.26
政府広報オンライン 2024.7.12

～政府広報の活用～
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